第35回社会保障審議会介護給付費分科会開催

介護保険三施設の報酬・基準について審議

－　介護職員の処遇向上について発言相次ぐ

　11月25日、第35回の社会保障審議会介護給付費分科会が開催され、特別養護老人ホーム、老人保健施設、介護療養型施設の介護保険施設についての報酬・基準についての審議が行われた。

　審議は事務局である厚生労働省老健局から、（1）介護保険施設の現状と課題、（2）介護保険施設に関するこれまでの指摘等の概要、（3）介護保険施設の報酬・基準に関する論点の３項目に分けての報告・説明が行われた。その後、三施設の事業者団体から文書で提出された意見書にそって介護施設の報酬改定に関する、事業者としての実情の説明、意見・要望が出され、引き続いて、各委員から質問や意見表明が行われた。

　審議の中で、「サービスの質の向上」にかかわって、介護職員の劣悪な雇用・労働条件の現状に対する問題意識や処遇改善を求める発言が相次いだ。特に、連合花井委員をはじめ介護福祉士会の田中委員、老人クラブ連合会の見坊委員、介護支援専門員連絡協議会の木村委員、日本社会事業大学の村川委員の５氏から、将来的な人材確保の観点を絡めて、処遇改善につながる報酬改定を求める主張が行われた。

次回の審議は12月７日であり、既存サービスの報酬・基準の体系に対する具体的な議論を行なう予定。なお介護療養型医療施設については、現在行なわれている診療報酬改定議論を踏まえ再度検討することが確認されている。今後、厚生労働省はこの間の審議を踏まえた意見のとりまとめに入っていく予定。自治労としては、１１月２２日の学習決起集会で出された意見・要望を含め自治労要求の実現に向け、連合と連携した取り組みや直接的な厚生労働省交渉の実施などの取り組みを強化していく。
１．介護保険施設の現状と課題について

　　　事務局からは、介護保険施設の利用者や費用額の現状について説明が行われた。説明概要を一表化すると以下のとおり。

	
	特別養護老人ホーム
	老人保健施設
	介護療養型施設

	施設数
	５０８４
	３０１３
	３８１７

	入所定員数
	３４６，０６９人
	２６９，５２４人
	１３９，６３６人

	平均入所定員数
	６８．１人
	８９．５人
	３６．６人

	入所者の平均介護度
	３．７４
	３．１８
	４．２７

	介護度４、５の割合
	６割以上
	４割
	８割

	入所期間
	１４２９．０日
	２３０．１日
	３５９．５日

	介護費用（０５年４月分）
	１１７２億円
	９４１億円
	５８９億円

	受給者１人あたりの費用額
	３１．６万円／月
	３２．５万円／月
	４３．４万円／月


２．「介護保険施設に関するこれまでの指摘等の概要」について

審議における論点や検討課題の整理にあたっての前提として、昨年７月30日の介護保険部会報告書、今年７月14日の介護給付費分科会報告、介護保険法改正法案審議における衆議院厚生労働委員会での横路委員の確認質問に対する政府答弁、参議院厚生労働委員会付帯決議、等での施設報酬・基準に関する見直し事項や確認事項について説明が行われた。
３．介護保険施設の報酬・基準に関する論点

具体的な審議は、介護保険施設の現状や審議経過を踏まえ、（1）基本的論点として、①10月施行に関連する課題、②施設の収支状況について、③介護保険施設の将来像、④「①～③」を踏まえた報酬改定の基本方向、の４項目について審議が行われたのち、（２）個別施設ごとの報酬・基準についての審議が行われた。

（1）基本的論点について

①10月施行に関連する課題としては、ユニット型個室等と多床室の報酬設計のバランスの見直し（特養ユニットケア報酬25.3万、多床室の報酬は28.6万等の調整）や、食費に関する費用や栄養ケアマネジメントについて、食事サービスの内容・質についての検討を行った。

②施設の収支状況については、介護事業経営実態調査の概要（資料３を参照）に基づき、「特養収益率は13.6％」などの収益についての捉え方を含め、現状や課題について検討が行われた。

③介護保険施設の将来像について、ⅰ．生活重視型の施設、ⅱ．在宅復帰・在宅生活支援重視型の施設、ⅲ．医学的管理重視型の施設、の３つの施設機能のあり方や評価について、来年度同時改定される診療報酬との関連で医療保険との機能分担のあり方を含めた議論が行われた。

④施設報酬改定の基本方向について、ⅰ．中重度者への重点化、ⅱ．在宅復帰支援機能の強化、ⅲ．サービスの質の向上（安全衛生体制強化やユニットケアの基準改善を評価）、を評価の具体的視点として検討していくことについて審議が行われた。

（2）各施設の個別の論点としては、

　①特別養護老人ホームについては、ⅰ．入所者の重度化を踏まえた医療ニーズへの対応（特に夜間や看取りに対する体制への評価）、ⅱ．施設の利用形態の多様化との関連で、期間を定めた計画的な施設利用（ホームシェアリング）の導入の検討、ⅲ．社会福祉施設等退職手当共済制度見直しに伴う影響への対応、について検討が行われた。

　②老人保健施設については、ⅰ．在宅復帰支援機能の強化を目的に、「試行的退所」についての報酬上の評価や一定に入所期間を限定した小規模施設の基準緩和と報酬上の評価、ⅱ．リハビリテーション機能の充実に向けた、現行「リハビリテーション機能強化加算」のプロセス評価に重点をおいた再編、ⅲ．個室ユニットケア移行促進の観点からの認知症専門棟加算の見直しについて検討が行われた。

　③介護療養型医療施設については、ⅰ．医学的管理重視型の医療施設としての療養病床の基本的あり方及び医療保険と介護保険との機能分担の明確化、ⅱ．療養環境の整っていない施設（浴室・談話室・食堂等の設備がない施設）に対する療養環境減算を見直し、減算率の拡大や年限を定めた経過措置の廃止することについて検討がされた。

以上
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